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Ⅰ　はじめに
　平成14（2002）年の独禁法１）改正法２）によ
り，公正取引委員会（以下，「公取委」という。）
の外国事業者に対する書類の送達３）に関する
規定が整備された。経済のグローバル化に伴い，
今後，国際的な独禁法違反事件の増加が予想さ
れ，違反処理手続を進める上で必要な書類につ
いて，外国事業者への送達方法を整備すること
は緊急かつ重大な課題であったが４），平成14年
改正の外国事業者への書類送達規定の整備はこ
れに応える内容となった５）。
　70条の16は，「送達すべき書類は，この法律
に規定するもののほか，公正取引委員会規則で
定める。」と規定しており，送達手続の対象と
なる書類の範囲が明確にされている６）。独禁法
上，送達を必要とする書類とは，排除措置命令
書の謄本（49条２項），課徴金納付命令書の謄
本（50条２項），審判開始決定書の謄本（55条
３項），審決書の謄本（70条の２第３項）であ
り，このほか，審査規則７），審判規則８）にお
いても，送達を必要とする書類が規定されてい
る。
　本稿では，外国事業者に対する従来の書類送
達手続について概観した上で，平成14年改正の
内容を紹介する。次いで，書類送達規定が整備
された現時点において，６条と３条後段，６条
と19条との関係について考察し，最後に，６条
の弊害として，適用法条の差異がもたらす問題
を述べる。
Ⅱ　平成14年改正前の状況
　公取委の審査審判手続における書類の送達に
関して，平成14年改正前の旧69条の２（以下，
「旧69条の２」とは平成14年改正前の条文を指
す。）は民事訴訟法（以下，「民訴法」という。）
の送達に関する規定を準用していた。具体的に
準用していた民訴法の規定は，99条（送達実施
機関），103条（送達場所），105条（出会送達），
106条（補充送達及び差置送達）及び109条（送
達報告書）であった。
　これらの規定の中で，送達場所に関しては，
民訴法103条が準用されていたため，送達の名
宛人が外国事業者の場合であっても，日本に営
業所等の拠点を有していれば，原則として書類
の送達が可能であった。もっとも，外国事業者
に送達が可能であるか否かは，民訴法103条が
規定する「住所，居所，営業所又は事務所」
（以下，「住所等」という。）に外国事業者の日
本における営業所等の拠点が該当するか否かに
よって決まると解されていた９）。
　そして，この点に関して，三重運賃事件10）
では，外国事業者の駐在員への送達は，外国事
業者の日本における営業所においてなされた送
達として適法な送達とされた。しかし，外国事
業者の代理店への送達については，代理店には
審判開始決定書の謄本を受領する権限がなく，
また，事実上受領されていても，当該外国事業
者の代表者の追認がなければ無効であるとされ，
審判開始決定が取り消された。
　そこで，日本に住所等を有しない外国事業者
に対して，独禁法の措置をとるための書類を送
達するには，外国事業者が所在する外国におい
て送達する必要があった。しかしながら，旧69
条の２は，外国における送達について規定する
民訴法108条を準用していなかったため，外国
の管轄官庁等に嘱託することにより，外国事業
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者に対して書類の送達を行うことはできなかっ
た。また，民訴法110条も準用されていなかっ
たため，公示送達の方法によって書類の送達を
行うこともできなかった。
　以上のような状況は，外国事業者に対する独
禁法の適用にとって大きな障害となっていた。
なぜならば，外国事業者の行為が独禁法に違反
していたとしても，当該外国事業者が，日本に
住所等を有していない場合には，公取委は，当
該外国事業者に対して勧告書や審判開始決定書
等の書類を送達することができず，独禁法上の
手続が開始できないことになったからである11)。
　このような状況に対して，独禁法の域外適用
の在り方を検討した公取委の研究会は，「外国
企業への我が国独占禁止法の適用は，その『営
業所または事務所』が日本国内に所在する場合
にのみに限定されるべきものではない。したが
って，外国に所在する企業に対して直接に文書
を送達できるようにするために，我が国独占禁
止法における文書送達規定を整備するか，ある
いは，送達が可能な範囲を広げるように法律を
解釈することにより対処していくことが必要で
あると考えられる。」との提言を行っていた12)。
Ⅲ　書類送達規定に関する平成14年改
正の内容
１．民訴法108条の準用
　70条の17は，外国における送達について規定
する民訴法108条を新たに準用している。これ
により公取委は，外国の管轄官庁又は当該外国
に駐在する日本の大使，公使，領事に嘱託する
ことにより，外国事業者に対して書類の送達を
行うことが可能となった。
　但し，民訴法108条を準用したからといって
直ちに外国において独禁法上の書類の送達が実
際に実施可能となるわけではない。独禁法上の
書類の送達は，国の公権力の行使に該当するた
め，外国において当該外国の同意なくして行う
ことは，当該外国の主権を侵害することとなり
国際法上認められないからである13）。
　この点に関して，民訴法の分野では，条約，
国内法等により外国における送達を実施するた
めの環境が整備されている14）。しかし，独禁法
の分野では，民訴法の分野のように，外国にお
いて独禁法上の書類の送達を実施するための環
境は整備されていない15）。
　従って，外国事業者に対し，独禁法上の書類
を送達する必要が生じた場合には，外交ルート
を通じて相手国の合意を取り付け，日本の在外
公館等を通じて外国事業者への書類送達を実施
することになる16）。
２．公示送達規定の創設
　70条の18は，公示送達に関する規定を創設し
た。これにより公取委は，送達すべき書類を保
管し，いつでも送達を受けるべき者に交付する
旨を公取委の掲示場に掲示することによって，
送達を行うことが可能となった17）。
　公取委が公示送達を行うことができる場合と
して，①送達を受けるべき者の住所，居所その
他送達すべき場所が知れない場合，②外国にお
いてすべき送達について，民訴法108条の規定
によることができず，又はこれによっても送達
をすることができないと認められる場合，③民
訴法108条の規定により外国の管轄官庁に嘱託
を発した後６ヶ月を経過してもその送達を証す
る書面の送付がない場合，が規定されている18）。
　公示送達の効力発生の時期については，公取
委の掲示場に掲示を始めた日から２週間経過後
である。但し，外国においてすべき送達につい
て行った公示送達については，掲示を始めた日
から６週間経過後に効力が発生する。
Ⅳ　独禁法６条と３条後段，19条との
関係
　上記平成14年改正のような立法による書類送
達規定の整備とは別個の問題として，法適用に
おいて競合関係に立つとされてきた６条と３条
後段，19条との関係をここで整理しておく。
　独禁法は，６条で「事業者は不当な取引制限
又は不公正な取引方法に該当する事項を内容と
する国際的協定又は国際的契約をしてはならな
い。」と規定しており，国際的協定又は国際的
契約（以下，「国際契約等」という。）のうち，
不当な取引制限又は不公正な取引方法に該当す
る事項を内容とするものを事業者が締結するこ
書類送達規定の整備と独禁法６条
Page:2無断転載禁止　
書類送達規定の整備と独禁法６条
27
Nov. 2005
とを禁止している19)。
　他方で，独禁法は，３条後段で事業者が不当
な取引制限を行うことを禁止し，また，19条で
事業者が不公正な取引方法を用いることを禁止
している。独禁法における事業者についての定
義規定である２条１項は，「この法律において
事業者とは，商業，工業，金融業その他の事業
を行う者をいう。」と規定するのみであり，こ
の定義規定からは，独禁法の適用対象を日本の
国内事業者に限定する趣旨は読み取れない20)。
従って，外国事業者も，国際契約等において不
当な取引制限又は不公正な取引方法を行い，こ
れによって日本の市場における競争を制限する
場合には，３条後段又は19条の適用を受けると
考えるのが自然である。このことから，何故，
特に国際契約等について，６条という規定が存
在するのか，その意義が問題となる。不当な取
引制限又は不公正な取引方法を内容とする国際
契約等に対しては３条後段，あるいは19条では
なく，６条が適用されなければならない積極的
な理由があるならば，３条後段，19条で不当な
取引制限又は不公正な取引方法を内容とする国
際契約等を規制することができるとしても，６
条を残しておく意味はある。しかし，６条に独
自の存在意義が認められないならば，適用条文
を基本規定である３条後段，あるいは19条に一
本化することが望ましい。
　従来，６条の存在意義については，３条後段
との関係，19条との関係で議論がなされてきた。
以下では，従来の議論を簡潔に整理し，その後
の立法，判例の展開を踏まえて，再検討する。
１．独禁法６条と３条後段の関係
　６条が不当な取引制限を内容とする国際契約
等の締結を禁止していることの意義として，従
来，次の３つの考え方が示されていた21）。
　第１は，宣言説と呼ばれる考え方で，６条の
存在意義を日本の事業者が国際カルテルに参加
することを全面的に禁止することにあったとす
る。この考え方は，独禁法の沿革・立法史に基
づく考え方であった22）。しかし，昭和28（1953）
年の独禁法改正により，不公正な取引方法を内
容とする国際契約等も禁止の対象とされてから
は，説得力を失った。また，宣言説によれば，
日本の市場における競争への影響の有無に拘わ
らず，一切の国際カルテルへの参加が禁止され
ることになる。しかし，日本の市場に実質的な
影響を及ぼさない国際カルテルに日本の事業者
が参加することをも禁止することは，自国の市
場に影響を及ぼすような競争制限行為に対して
のみ自国の独禁法の適用を認めようとする管轄
権原則に照らし問題があるものと言える。
　第２は，注意規定説と呼ばれる考え方で，３
条後段は国際契約等への適用を明示していない
ので，６条はこれを確認するために置かれた規
定であるとする。この考え方によれば，そもそ
も，６条に独自の意味はないことになる。
　第３は，予防規定説と呼ばれる考え方で，６
条の適用範囲は３条後段よりも広く，６条は３
条後段の予防規定であるとする。すなわち，不
当な取引制限を内容とする国際契約等が締結さ
れた場合であっても，実際には実施されず，従
って，一定の取引分野における競争が実質的に
制限されていない時には，３条後段は適用され
ないが，６条によれば，不当な取引制限を内容
とする国際契約等が締結された時点で，実際の
競争制限効果の有無に関係なく独禁法違反とす
ることができるのである。但し，予防規定説は，
不当な取引制限の成立時期について，合意内容
が現実に実施される時であるとするいわゆる実
施時説を前提とするものである。従って，昭和
59（1984）年の石油カルテル事件最高裁判決23）
において，不当な取引制限について合意がなさ
れた時点で独禁法違反が成立し，決定内容が実
施されることや実施時期が現実に到来すること
は必要ない，とする合意時説が採用されてから
は，説得力を失ったと言える。
　以上のように，３条後段との関係で６条の存
在意義として主張されてきた事項は，今日にお
いては，説得力のないものとなっていると言え
る。
２．独禁法６条と19条の関係
　６条が不公正な取引方法を内容とする国際契
約等の締結を禁止していることの意義として，
従来，契約の他方当事者である日本の事業者を
名宛人として独禁法の適用が可能となる点にあ
ると解されてきた。すなわち，不公正な取引方
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法を用いる者が外国事業者であり，当該外国事
業者が日本に住所等の拠点を持たない場合には，
当該外国事業者に対する19条の適用は，以前の
書類送達規定の不備のため手続上不可能となる。
しかし，６条は，不公正な取引方法を内容とす
る国際契約等の締結自体を禁止する規定であり，
外国事業者との間で，不公正な取引方法を内容
とする契約を締結した日本の事業者に対して６
条を適用することで独禁法の適用が可能となる。
この点に，６条の存在意義があると解されてき
た。しかし，このような６条の法適用に関して
は，外国事業者に対する適正手続の保障の観点
から問題があることは，天野・ノボ事件24)に
より明らかとなっている25）。
　なお，不公正な取引方法を内容とする国際契
約等に対して独禁法が実際に適用された事例を
検証すると，上記のような間接的域外適用を行
う道具としての６条の存在・機能が改めて浮き
彫りとなる。過去の適用事例においては，国際
契約等の渉外性に着目して，６条を適用するの
ではなく，不公正な取引方法を用いる者が外国
事業者である場合で，当該外国事業者が日本に
住所等の拠点をもたず，また，日本における代
理人等に対しても公取委からの書類の受領権限
を委任していない場合に限り，６条が適用され
ている。つまり，不公正な取引方法を用いる外
国事業者に対して書類送達ができず，直接19条
を適用することが実際上困難な場合に限り，６
条が適用されているのである26）。このような法
適用の現状を考慮すると，外国事業者への書類
送達を実施する環境を整備することで，従来の
議論においても，６条は19条との関係でもその
存在意義を失うことになると言える。
Ⅴ　適用法条による差異
　以下では，不当な取引制限又は不公正な取引
方法を内容とする国際契約等に対して，３条後
段，19条，６条を適用する場合に，エンフォー
スメント27）において，どのような差異が生じ
ることになるのかを分析する。具体的に分析す
る項目として，排除措置，課徴金，刑事罰，民
事救済，緊急停止命令を取り上げる。
１．排除措置
　７条１項により，公取委は，３条後段違反行
為又は６条違反行為が現存しているときは，違
反事業者に対して競争を回復するために必要な
排除措置を命じることができる。そして，７条
２項により，３条後段違反行為又は６条違反行
為が既になくなっている場合（既往の違反行
為）であっても，公取委は，違反行為が排除さ
れたことを確保するために必要な措置を命じる
ことができる28）。
　また，20条により，公取委は，19条違反行為
が現存しているときは，違反事業者に対して排
除措置を命じることが可能であり，20条２項で
７条２項が準用されていることから，既往の19
条違反行為に対しても排除措置を命じることは
可能である。
　以上により，不当な取引制限又は不公正な取
引方法を内容とする国際契約等に対して，３条
後段，19条，６条のいずれの規定が適用される
場合でも，現存あるいは既往の違反行為に関わ
らず，公取委の排除措置の対象となる。したが
って，排除措置に関して，適用条文により差異
が生じるわけではない。
２．課徴金
　課徴金については，７条の２第１項により，
事業者が，不当な取引制限又は不当な取引制限
に該当する事項を内容とする国際的協定等で，
同条同項所定の各号29）のいずれかに該当する
ものをしたときに課され，条文上，３条後段違
反行為，不当な取引制限を内容とする６条違反
行為ともに課徴金の対象となり得る。逆に，19
条違反行為，不公正な取引方法を内容とする６
条違反行為ともに，条文上，課徴金の対象とは
なり得ず，違反行為の類型により課徴金の対象
となり得るか否かが決まる。しかし，例えば，
不当な取引制限を内容とする国際契約等に対し
て３条後段と６条のどちらを適用する場合であ
っても，その違反行為の内容が７条の２第１項
が規定する各号のいずれかに該当する場合には，
課徴金の対象になるという意味で適用条文によ
る差異はない。同様に，不公正な取引方法を内
容とする国際契約等に対して19条と６条のどち
らを適用する場合であっても，条文上，そもそ
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も課徴金の対象とならないという意味で適用条
文による差異はないと言える。
３．刑事罰
　刑事罰については，89条１項１号により，３
条後段に違反した場合，違反行為者に対しては，
３年以下の懲役又は500万円以下の罰金が科さ
れることがある。また，95条１項１号の両罰規
定により，法人に対しては５億円以下の罰金が
科されることがある。
　他方で，不当な取引制限を内容とする国際契
約等を締結したとして，６条違反となった場合
には，90条１号により，違反行為者に対して２
年以下の懲役又は300万円以下の罰金が科され
ることがあり，また，95条１項３号の両罰規定
により法人に対しては，300万円以下の罰金が
科されることがある。
　このように，刑事罰については，現行法上，
３条後段を適用する場合と６条を適用する場合
とで，量刑の基準となる法定刑の範囲に違いが
ある。特に，法人に対する法定刑は，３条後段
違反の場合には，５億円以下の罰金であるのに
対し，６条違反の場合には300万円以下の罰金
となっており，大きな差異となって現れる。
　また，３条後段を適用する場合には，89条２
項により，未遂罪が適用される可能性があるが，
６条を適用する場合には，未遂罪の適用は想定
されていない。
　なお，19条違反行為，不公正な取引方法を内
容とする６条違反行為とも刑事罰の対象とはな
っていない。
４．民事救済
　条文上，３条違反行為，19条違反行為，６条
違反行為はすべて，25条の損害賠償責任の対象
となる。したがって，不当な取引制限又は不公
正な取引方法を内容とする国際契約等に対して，
３条後段，19条，６条のいずれの規定が適用さ
れる場合でも，25条の損害賠償責任は生じ得る
こととなり，適用条文により差異は生じない。
　24条の差止請求に関しては，その対象が条文
上，８条１項５号違反行為又は19条違反行為に
限定される。不当な取引制限を内容とする国際
契約等については，３条後段，６条のいずれが
適用されようとも，そもそも差止請求の対象と
はならない。しかし，不公正な取引方法を内容
とする国際契約等については，19条が適用され
る場合は差止請求の対象となるが，６条が適用
される場合は，対象とならず，適用条文により
差異が生じる。
５．緊急停止命令
　70条の13は，公取委の申し立てにより裁判所
が緊急の必要があると認める場合には，一定の
独禁法違反被疑行為の執行を停止することがで
きる緊急停止命令について規定している。３条
後段，19条，６条の各違反被疑行為は，この緊
急停止命令の対象となる旨，70条の13第１項に
明記されており，適用条文により差異が生じな
いことは明らかである。
　以上の分析から，適用法条をいずれにするか
によって，刑事罰と民事救済の二つのエンフォ
ースメントの分野において差異が生じることが
理解できる。
Ⅵ　おわりに
　従来，６条の存在意義は，書類送達を実施す
る環境の整備と密接に関わって理解されてきた
ように思われる30）。この点を強調するのであれ
ば，前記Ⅲ１で触れたように，改善はされたも
のの，条約，国内法等により外国における送達
を実施するための環境が完全に整備されていな
い独禁法においては，平成14年改正後も６条の
存在意義は依然として認められると考えられな
くもない。しかし，送達手続環境の未整備が６
条を存続させる理由にはならないと考える。そ
もそも，送達手続環境の整備は，６条とは別個
の問題として捉えるべきなのである。
　現在の６条の存在は，過去の事例が示すよう
に，外国事業者の適正手続の保障の観点からは，
むしろ有害である。また，Ⅴで分析したように，
同一の違反行為に対して３条後段若しくは19条
が適用される場合と，６条が適用される場合と
では，刑事罰と民事救済において大きな差異を
生じさせる可能性がある。これも６条の存在が
もたらす弊害と捉えることができるのではない
書類送達規定の整備と独禁法６条
Page:5無断転載禁止　
阪南論集　社会科学編 Vol. 41 No. 1
30
だろうか。
注
１）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法
律（昭和22年４月14日法律第54号）。以下，条文
の番号は，特にことわらない限り，独禁法の条
文を指す。
２）平成14年５月29日法律第47号。
３）送達とは，訴訟法上，訴訟手続に必要な書類を
法定の方式に従って当事者や訴訟関係人に交付
し，その内容を通知する行為である。独禁法を
はじめ各種行政法規においても一定の行政処分
の効力を発生させるための方式として，送達に
関する規定が存在する。各種行政法規における
送達方法の例については，菅久修一・小林渉『平
成14年改正独占禁止法の解説～一般集中規制と
手続規定等の整備～』，219ページ以下参照。
４）平成13（2001）年８月に公表された『独占禁止
法研究会手続関係等部会報告書』においては，
外国事業者に対する書類の送達手続について検
討がなされていた（13ページ以下参照）。
５）なお，平成17（2005）年の独禁法改正（平成17
年４月27日法律第35号）により，書類送達規定
について条文の番号に変更が生じたものの，内
容において実質的な変更点はない。以下，本稿
では，平成17年改正後の独禁法の条文番号を引
用する。
６）平成14（2002）年改正以前は，送達すべき書類
の範囲に関する規定は存在せず，その範囲は明
確でなかった。しかし，平成14年改正による公
示送達の導入に伴い，法文上，送達手続の対象
となる書類の範囲が規定された。
７）公正取引委員会の審査に関する規則（平成17年
10月19日公正取引委員会規則第５号）。
８）公正取引委員会の審判に関する規則（平成17年
10月19日公正取引委員会規則第８号）。
９）菊池ほか『続コンメンタール独占禁止法』勁草
書房，1995年，198ページ。
10）公取委審判審決昭和47年８月18日，審決集19巻
197ページ。
11）ノーディオン事件（公取委勧告審決平成10年９
月３日，審決集45巻148ページ）においては，日
本に住所等を有しないカナダ所在の外国事業者
ノーディオン社に対して独禁法が適用されてい
る。これは，ノーディオン社が，日本における
代理人（弁護士）に公取委からの書類の受領権
限を付与していたことによるもので，この方法
により，常に外国事業者に対して書類の送達が
可能となるわけではない。
12）独占禁止法渉外問題研究会報告書『ダンピング
規制と競争政策 /独占禁止法の域外適用』大蔵
省印刷局，1990年，76ページ。
13）山本草二『国際法（新版）』有斐閣，1994年，
240ページ参照。
14）民訴法の分野において，外国における送達の実
施を可能とするものとして，「民事訴訟手続に関
する条約」（昭和45年６月５日条約第６号）と
「民事又は商事に関する裁判上及び裁判外の文書
の外国における送達及び告知に関する条約」（昭
和45年６月５日条約第７号）が多国間条約とし
て締結されている。また，これらの条約を実施
するための国内法として，「民事訴訟手続に関す
る条約等の実施に伴う民事訴訟手続の特例等に
関する法律」（昭和45年６月５日法律第115号）
があり，その詳細な手続については，「民事訴訟
手続に関する条約等の実施に伴う民事訴訟手続
の特例等に関する規則」（昭和45年７月７日最高
裁判所規則第６号）が定めている。
15）ただし，外国事業者の行った独禁法違反行為に
対して損害賠償，差止請求等の民事救済を求め
る場合には，前掲注（14）記載の書類送達に関
する国際的な枠組みを利用することは可能とな
る。
16）菅久ほか・前掲注（３）42ページ。
17）審査規則４条によると，公取委は，公示送達が
あったことを官報又は新聞紙に掲載することが
できる。また，外国においてすべき送達につい
ては，公取委は，官報又は新聞紙への掲載に代
えて，公示送達があったことを通知することが
できる。
18）独禁法70条の18第１項所定１号乃至３号参照。
19）独禁法６条の規制対象である国際契約等につい
ては，独禁法上，その定義規定は存在しない。
しかしながら，契約当事者及び契約内容の両方
に渉外性がある場合には，国際契約等に該当す
ると一般に理解されている（今村ほか編『注解
経済法（上巻）』青林書院，1985年，305ページ，
厚谷ほか編『条解独占禁止法』弘文堂，1997年，
244ページ）。
20）なお， 平成10（1998）年の独禁法改正により，独
禁法第４章の企業結合規制の適用対象が法文上，
「国内の会社」から「会社」に改められた。これ
により，外国事業者の外国での企業結合に対す
る独禁法の適用が明示的に認められた。このよ
うな効果主義に基づく独禁法の適用は，企業結
合規制だけでなく，全ての独禁法違反行為につ
いてあてはまるものと考える。
21）厚谷ほか編・前掲注（19）242ページ以下参照。
22）昭和22（1947）年制定時の原始独禁法においては，
当時の６条で，日本の事業者が外国事業者との
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間で当時の４条各号に該当する国際契約等を締
結することを禁止していた。これは，アメリカ
の当時の国際カルテル全面禁止政策を反映する
ものであったとされる（小原喜雄『国際的事業
活動と国家管轄権』有斐閣，1993年，84ページ
以下参照）。
23）最判昭和59年２月24日，刑集38巻４号1287ペ―ジ。
この最高裁判決の後，業務用ストレッチフィル
ム価格カルテル事件（東京高判平成５年５月21
日，高刑集46巻２号108ページ），社会保険庁シ
ール入札談合事件（東京高判平成５年12月14日，
高刑集46巻３号322ページ）においても，合意時
点で不当な取引制限が成立することが示されて
いる。
24）最判昭和50年11月28日，民集29巻10号1592ページ。
25）詳細については，村上政博・植村吉輝「不公正
な取引方法を内容とする国際契約規制の展開」
『横浜国際経済法学』第８巻第３号，53ページ以
下参照。
26）不公正な取引方法を内容とする国際契約等に対
する独禁法の適用事例の詳細な検討については，
村上ほか・前掲注（25）参照。
27）法違反行為に対して予定されている実効性確保
の方法・手段という広い意味で使用する。以下，
同様。
28）平成14年独禁法改正により，既往の違反行為に
対する措置規定の対象行為として６条違反行為
が追加された。
29）平成17年独禁法改正により，（１）商品又は役務
の対価に係るもの，又は（２）商品又は役務に
ついて，①供給量又は購入量，②市場占有率，
③取引の相手方，のいずれかを実質的に制限す
ることによりその対価に影響することとなるも
の，を行った場合に課徴金の対象となる旨規定
され，課徴金の対象範囲が拡大された。
30）もちろん３条後段との関係で主張された存在意
義もあったが，これらは今日において説得的で
なくなっていることは，前記Ⅳ１のとおりである。
 （2005年10月31日受付）
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